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治療
（服薬）

治療サポート
（アプリによる
生活指導等）

健康データ
健康アドバイス

健康・医療・介護分野における経済産業省の役割

＋
介護予防サービス

（フレイル予防、認知症予防など）

診断
＋

行動変容健康データ

介入
方法

予防・健康づくり 医療（診断・治療） 介護・生活支援

※心電図等
は医療機器

個人による健康づくり
／保険者等による保健指導 医師による治療 介護者による介護取組

主体

医療機器

ヘルスケアサービスの創出・振興
健康経営／PHR等の環境整備

医療機器の開発
医薬品・再生医療製品の開発

ロボット介護機器の開発
保険外サービスの創出経産省

の役割

生活支援サービス
（移動／買い物／食事など）

ロボット介護機器

介護施設

健常者 患者 要介護者対象者

個人による健康づくり
／保険者等による保健指導 医師による治療 介護者による介護

健常者 患者 要介護者

優れたサービス・機器の海外展開

個人による健康づくり
／保険者等による保健指導 医師による治療 介護者による介護期待する

担い手
ヘルスケア産業にとどまらない、

幅広い生活関連産業
医療機関

医療機器、医薬品メーカー
介護事業者

幅広い生活関連産業

Mission① Mission③Mission②
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同時実現へ

ヘルスケア政策の目指す姿

国民の健康増進

経済成長持続可能な社会保障制度構築への貢献

• 予防・健康づくりによる健康寿命の延伸
⇒ Well-beingやQOLの向上

• 社会保障の「担い手」の増加
• 医療・介護本体の高度化・生産性向上
• 新たなカネの出所、担い手の整備

• 生産性向上
• 労働力人口の確保
• ヘルスケア産業の創出
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（１）健康経営の推進（企業が従業員の健康づくりを「コスト」ではなく「投資」として捉え、
人的資本投資の一環として推進）

（２）PHR（パーソナルヘルスレコード：健康診断結果や日常の脈拍や歩数のデータ）
を活用した新たなサービスの創出

（３）介護・認知症等の地域課題への対応
（４）質の高いヘルスケアサービスの創出・振興
（５）ヘルスケアベンチャー支援
（６）医療・介護・ヘルスケアの国際展開

ヘルスケア政策の目指す姿と施策

経済成長持続可能な社会保障制度構築への貢献

国民の健康増進

目標
健康寿命を

2040年に75歳以上に
（2016年72歳から３歳増）

※厚生労働省「健康寿命延伸プラン」より

公的保険外の
ヘルスケア・介護に係る国内市場を

2050年に77兆円に
(2020年24兆円から53兆円増)

１ ２ 3 世界市場のうち日本企業の
医療機器の獲得市場を

2050年に21兆円に
(2020年３兆円から18兆円増)
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予防・健康づくりに関する経済産業省の取組は、各種政府文書等で位置づけられている

デジタルヘルスサービスの社会実装の促進
国民の主体的な予防・重症化予防・健康づくり、データヘルスの推進のため、民間PHR（Personal Health Record）を始めとしたデジタルヘルスサービス
の社会実装に向け、インセンティブ制度との連携や健康経営の更なる促進等を通じてマネタイズ環境の改善を進める。またアカデミアと共に診療アウトカ
ム等の蓄積を目的とした研究を進める。予防・健康づくりの特色を踏まえたエビデンスの構築・整理を進めるとともに、AMEDにおける研究開発やプライ
マリヘルスケア・プラットフォームを通じたエビデンスに基づいたヘルスケアサービスの開発・実用化に関する伴走支援等を推進する。

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2025年改訂版 （令和７年6月13日閣議決定）

健康・医療戦略（令和７年２月18日閣議決定）

適正なサービス提供のための環境整備
（イノベーションの社会実装）

データ等を活用した予防・健康づくりの健康増進効果等に関するエビデンスを確認・蓄積するための実証を行う。また、実証により得られた予防・健康づ
くりに関する成果を、サービス開発事業者やサービス利用者が活用することを促進し、エビデンスに基づいた質の高いヘルスケアサービスの創出・社会実
装に向けた環境整備を実施する。

骨太の方針（令和７年6月13日閣議決定）

（１）全世代型社会保障の構築
（予防・健康づくり、重症化予防）
世界最高水準の健康寿命を誇る我が国の高齢者は、労働参加率や医療費でみても若返っており、こうした前向きな変化を踏まえ、更に健康寿命を延伸し、
Well-beingの向上を図り、性別や年齢に関わらず生涯活躍できる社会を実現する。データヘルス計画に基づく保険者と事業主の連携した取組（コラボヘル
ス）や保険者の保健事業でのＩＣＴを活用したエビデンスに基づくＰＨＲや健康経営と共働した効果的な取組を支援するほか、働き盛り世代の職域でのが
ん検診を広く普及するため、受診率や精度管理の向上の取組を更に推進する。ＡＭＥＤのプライマリヘルスケア・プラットフォーム等を通じた支援により、
エビデンスに基づくヘルスケアサービスを普及する。糖尿病性腎症の重症化予防等の大規模実証事業を踏まえたプログラムの活用を進める。高齢者の社会
参加促進や要介護認定率の低下に向け、データを活用したエビデンスに基づく取組として、地域の多様な主体の連携協力や、成果指向型の取組等による効
果的な介護予防やリハビリテーションを充実する。
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 質の高いヘルスケアサービスの
創出・振興



7

ヘルスケア分野におけるエビデンス構築に係る課題
 行動変容による予防・健康づくりは民間主導でエビデンス構築が進みにくいことやオーソライズの仕組みが制度化され
ていないことから、科学的有用性が担保されたサービスの社会実装が円滑に進んでいないという課題がある。

行動変容のエビデンス構築

Step 1

エビデンス整理

Step 2

サービスのエビデンス構築

Step 3

エビデンスの社会実装

Step 4

サービス開発プロセス

医薬品による治療

行動変容による

予防・健康づくり

治験による
エビデンス構築

制度に基づく承認
PMDA による審査（ベネフィット/リスク評価）を経て、

薬機法に基づく厚労大臣承認、保険収載

医療現場での
社会実装

エビデンスが不十分
疾患領域によるエビデンス

構築の差が存在

行動変容介入の
エビデンス構築

医学会によるエビデンス
整理と指針策定

行動変容のガイドラインや
オーソライズ機関がない

利用者の求める
エビデンスが不明瞭

エビデンスのある
サービスが
評価されない

臨床評価の
ガイドライン
(研究期間、
評価指標等)

診療
ガイド
ライン

事業者等による学会指針を
踏まえたサービス開発を支援

業界自主ガイドライン等の策定
「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」に準拠して業界団体が作成

業界自主ガイドラインに遵守した
サービスのオーソライズ

予防・健康づくりへの

AMED 事業

その他 整理された
エビデンスの連携
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 Step ①行動変容のエビデンス構築



心の健康の保持増進を目指した介入のエビデンス構築に関する実証事業

● 実証のスケジュール
2020年度 2021年度 2022～2023年度 2024年度 2025年度

・実証事業の詳細立
案：実際の取組を
ベースに取組等をデザ
イン

・研究班採択（新規公
募・交付決定）

【実証開始】
・介入手法の開発

・介入手法の開発
・観察対象となる集団を

形成（多地点を想
定）

・介入の実施

・介入終了後の解析
・保険者取組を見据えた

費用対効果分析等に
よる普及策の検討

・取得エビデンスに基づく
介入手法の確立

【実証終了】

堤班（北里大学） 古川班（京都大学）

介入内容

人的介入による組織アプローチ
がメイン

・労働者教育
・管理職教育
・職場環境改善
・身体活動

アプリを用いた個人アプローチ
がメイン

・認知再構成
・問題解決
・アサーション（コミュニケーションスキル）
・睡眠行動療法

対象者 各研究班で職域（複数業種）における数千名

評価指標 • 組織のアウトカム：労働生産性向上、パフォーマンス向上
• 個人のアウトカム：うつ病への進展抑制効果/健康増進

組織的介入による多角的な職場のメ
ンタルヘルス対策の効果検証を目的
とするクラスター無作為化比較試験

こころの健康の保持増進のための超個別
化AIプロジェクト
～完全要因ランダム化試験からliving RCTプ
ラットフォームに至る開発研究～
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予防・健康づくりに関するエビデンス構築

https://www.amed.go.jp/koubo/12/02/1202B_00051.html

実施期間 採択班 目的

令和 7 ~ 9 年度
公募期間：R7/03/21 ～ 05/02

（現在、選考期間中）

これまで医学会にて策定してきた指針に基づき、さらに解決すべ
き課題（FRQ: future research question）に注目し、特にデジ
タル技術を活用した行動変容介入のエビデンス構築を目指す。

「予防・健康づくりの社会実装に向けた研究開発基盤整備事業（ヘルスケア社会実装基盤整備事業）」

分野、領域、テーマ等 採択予定数

 成人期の健康課題（高血圧症、糖尿病、慢性腎臓病の生活習慣病）分野 0~2 課題

 老年期の健康課題（認知症、フレイル、サルコペニア）分野 0~1 課題

 職域の健康課題（心の健康、女性の健康）分野 0~2 課題

https://www.amed.go.jp/koubo/12/02/1202B_00051.html


11

 Step ②エビデンス整理
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予防・健康づくりに関する医学会による指針の策定・普及

（
Ａ
Ｍ
Ｅ
Ｄ
）

日
本
医
療
研
究
開
発
機
構

研究支援

領域 中心的学会

成人・中年期の課題
●高血圧学会
●糖尿病学会、体力医学会
●腎臓学会

老年期の課題
●老年医学会、サルコペニア・フレイル学会
●認知症関連6学会

職域の課題
●産業衛生学会（メンタルヘルス）
●産業衛生学会（女性の健康）

働く世代における
二次・三次予防

●動脈硬化学会
●女性医学学会
●循環器学会

①エビデンスに基づくヘルスケアサービスの社会実装に向けた先進事例の調査
②指針等が広く利活用されるための環境整備

② 医学会による指針の普及

• 関連する疾患分野の学会が、予防・健康づくりに
おける非薬物的介入手法についての既存エビ
デンスの構築状況やそれらに対する評価を整理
し、指針を策定。

• 令和４年度より一次予防領域の７課題、令和５
年度より二次・三次予防領域※のうち、特にヘルス
ケアサービスの開発が進んでおり、疾病負荷の低減
が期待される各疾患領域の３課題を採択。

※二次予防は既に発症している疾病の早期発見・早期治療に繋げること、三次予防は
再発防止や重症化予防、早期の社会生活・職場復帰等を指す。

① 医学会による指針の策定

「予防・健康づくりの社会実装に向けた研究開発基盤整備事業（ヘルスケア社会実装基盤整備事業）」

環境整備
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予防・健康づくりに関する医学会による指針の策定
指針公開 領域 採択事業

令和6年度
（2024年度）

成人・中年期の課題

●福岡大学 有馬班（高血圧学会が中心）
→ デジタル技術を活用した血圧管理

●順天堂大学 綿田班（糖尿病学会、体力医学会が中心）
→ 2型糖尿病の発症予防を目指すヘルスケアサービス

●大阪大学 猪阪班（腎臓学会が中心）
→ 慢性腎臓病の発症・進展に関するヘルスケアサービスやデジタル技術介入

老年期の課題
●長寿研 荒井班（老年医学会、サルコペニア・フレイル学会が中心）

→ サルコペニア・フレイルの予防に関するヘルスケアサービス
●高知大学 數井班（認知症関連6学会）

→ 認知症発症リスク及び症状低減のための非薬物療法

職域の課題
●産業医科大学 榎原班（産業衛生学会が中心）

→ メンタルヘルスに対するデジタルヘルス・テクノロジ予防介入
●秋田大 野村班（産業衛生学会が中心）

→ 働く女性の健康に関する非薬物的介入

令和7年度
（2025年度）

働く世代における二次・三次予防

●東京慈恵医科大学 吉田班（動脈硬化学会が中心）
脂肪肝関連疾患にともなう動脈硬化性心血管疾患の二次・三次予防に資するヘルスケアサービス
●東京医科歯科大学 寺内班（日本女性医学学会が中心）
働く女性における月経困難症・月経前症候群・更年期障害の二次予防・三次予防
●聖路加国際大学 水野班（循環器学会が中心）
循環器疾患におけるヘルスケアサービス

指針公開ウェブサイト：E-LIFEヘルスケアナビ（https://healthcare-service.amed.go.jp/）
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指針の概要

【高血圧】
さまざまなウェアラブルデバイスを装着し，ヘルスケアプロバイダーから
フィードバックを受ける介入は，成人の血圧に有益な効果をもたらすか？

→ ウェアラブルデバイス装着にフィードバックやゲーミフィケーション
などの要素を取り入れたアプリを併用するような、間接的な介入の効果に
ついても新たなエビデンス構築が求められている。

【糖尿病】
デジタル技術によるヘルスケアサービスは、ウエストや血圧や脂質など、
他 の動脈硬化のリスク因子を改善させるのか？

→ デジタル技術によるヘルスケアサービスは、ウエスト周囲長の減少が
認められたが、血圧や脂質代謝の改善効果は一貫しておらず、新たなデジ
タル技術によるエビデンス構築が求められている。

【メンタルヘルス】
B to B to Cスタイルに応じたサービス及び製品開発の必要性

→ 実際の使用状況や動向を定期的に把握した上で、サービス・製品開発
や行政施策に活かすことが必要である。

FRQ (Future Research Question) の例

ヘルスケアクエスチョン（HQ）の設定

HQ：予防・健康づくりの分野で回答を出すべきだと考えられる課題
例「○○のアプローチは□□の予防や改善に有用か？」

システマティックレビュー（エビデンスの量と質の集積度合いを分析）

各HQに関連する研究論文を系統的かつ網羅的に検索・収集・統合

推奨案作成・投票、推奨グレード決定

パブリックコメント（意見公募）

指針の完成、公開・維持更新

指針の作成プロセス

推奨グレード エビデンス 解釈

1. 行うことを強く推奨する 強固なレベル 医学会として
取り組むことを推奨2. 行うことを提案する 一定のレベル

3. 行わないことを提案する - 予防・健康づくりでは
ほとんどない4. 行わないことを強く推奨する -

5. エビデンス不十分のため推奨を保留 今後に期待 FRQ＊ を提示

推
奨
の
解
釈

* FRQ ：エビデンスが十分でない場合、学会として今後エビデンス構築が必要だと考える課題を Future Research Question (FRQ) として提示する。

Future Research Question は現状で不足して
いるエビデンスを明確化するものであり、将来的に
新たなサービスの開発につながる可能性がある。
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指針の概要：HQ ごとの推奨解説文例

引用：日本高血圧学会「デジタル技術を活用した血圧管理に関する指針」

HQ：○○は□□に有効か？

 エビデンス総括・推奨グレード

 解説

 まとめ

 今後の検討課題
（Future Research Question：FRQ）

 文献

ヘルスケアクエスチョン

推奨文



強く推奨する

8%

提案する

25%

推奨・提案を

保留する

31%

FRQ

36%

16

（参考）ヘルスケアクエスチョン（HQ）の推奨度

• 科学的エビデンスが不十分な課題（「推奨・提案を保留」、「FRQ」）：全体の67％（104/156問）
• 科学的エビデンスが不十分なHQの中で、エビデンス構築の優先度が高い「FRQ」：全体の36％（56/156問）

HQの推奨度の割合
＜参考＞

※FRQ：Future Research Question、今後の改訂時にはエビデンスとして活用されることが期待され、将来的に新たなサービスの開発につながる可能性のあるもの

全体の67%
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高血圧 糖尿病 腎臓病 サルフレ 認知症 メンタル 女性の健康

HQ：分野別の各推奨度の数

強く推奨する 提案する 推奨・提案を保留する FRQ

（資料）指針公開ウェブサイト：E-LIFEヘルスケアナビ（https://healthcare-service.amed.go.jp/）

予防・健康づくりに関するヘルスケア分野では、現時点では科学的エビデンスが不十分で、今後の更なるエビデンス
構築が必要な課題（FRQ）が多く残っている

１）サルフレ：サルコペニア・フレイル

１）
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事業紹介・成果物公開ウェブサイト

https://healthcare-service.amed.go.jp/

 本事業の概要・目的 / 指針と解説動画の成果物を公開

E-LIFEヘルスケアナビ
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「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」の主なポイント

踏まえるべき３つの観点

• 透明性：中立な立場でガイドラインを策定できるか
• 客観性：客観的に見て妥当なサービスであると説明できるか
• 継続性：サービスが突然中止となることはないか

最低限盛り込む１０項目

• ガイドラインの適用範囲（対象、サービス種類）
• 用語の定義
 事業者が遵守すべき事項（知識、技能、契約内容）
 利用者に提供すべき情報、広告のあり方
 関連する法令、制度 など

定期的な更新

最低2年ごとの見直し

業界自主ガイドラインの策定
 業界自主ガイドライン・認定制度を策定する際の指針として、「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」

（平成31年4月策定、令和7年3月改訂）において、どの業種にも通じる重要な要素を明示。
 業界が自主的にルールを作り、利用者等が安心してサービスを選択できる環境が整備されることを目指す。

改訂後のあり方に準拠しているガイドライン
名称 策定主体

FIA加盟企業施設認証制度 一般社団法人日本フィットネス産業協会

エステティックサロン認証基準 特定非営利活動法人日本エステティック機構

AEA優良サロン制度 一般社団法人日本エステティック業協会
ヘルスケア認定寝具制度 一般社団法人日本寝具寝装品協会
特定保健指導サービスガイドライン 一般社団法人日本保健指導協会
睡眠サービス提供事業者が遵守すべきガイド
ライン 一般社団法人睡眠ヘルスケア協議会

国際メディカル・コーディネート事業ガイド
ライン

一般社団法人国際メディカル・コーディネー
ト事業者協会

リラクゼーション業界におけるヘルスケア
サービス品質向上に向けた自主ガイドライン 一般社団法人日本リラクゼーション業協会

睡眠ソリューションの有効性評価に関するガ
イドライン Sleep Innovation Platform

民間事業者のPHRサービスに関わるガイドラ
イン

PHRサービス事業協会、一般社団法人PHR普
及推進協議会

健康増進機器認定制度ガイドライン 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会
生活支援サービス提供事業者が遵守すべきガ
イドライン

介護関連サービス事業協会
配食サービス提供事業者が遵守すべきガイド
ライン
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業界自主ガイドラインへの組み込み例

「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」（令和7年3月31日改訂）『（イ）客観性』より抜粋

業界自主ガイドラインの『客観性』の担保に、指針が役立つ可能性がある

業界自主ガイドラインへの組み込み例

 自社サービスが AMED 「予防・健康づくりの社会実装に向
けた研究開発基盤整備事業 (ヘルスケア社会実装基盤整
備事業) 」の指針で策定されている領域である場合、推奨の
度合いを確認すること

 自社サービスが AMED 指針で策定されている領域である場
合、利用者などが分かる形で推奨の度合いを明示すること
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 Step ③実用化を見据えたサービス開発



ヘルスケアサービス実用化研究事業立ち上げに向けた検討
• 予防・健康づくりに寄与するアプリ・サービス等の社会実装のモデルケースを創出するべく、R６年度

の健康・医療情報活用技術開発課題において、疾病予防を目指すnon-SaMDの健康アプリ・サービスの
実用化に向けた研究開発支援を実施した。

• 上記支援では、研究支援対象となるアプリ・サービスの実用化計画策定等に対する伴走支援を行い、そ
の成果を「ヘルスケアサービスの実用化計画策定ガイド」として取りまとめた。

• 実用化計画策定ガイドの中では、実用化計画策定完了段階で達成しておくべき項目を「実用化プロセス
確認チェックリスト」として整理し、R7年度から開始したヘルスケアサービス実用化研究事業のステー
ジゲートを判断する際の基準としても採用している。

21
（出典）AMED ヘルスケアサービスのエビデンスに基づく社会実装基盤整備に関する調査_実用化計画ガイド（令和6年度実施）

https://www.amed.go.jp/content/000141392.pdf


【AMED／経済産業省事業】令和７年度ヘルスケアサービス実用化研究事業
（予防・健康づくりの社会実装に向けた研究開発基盤整備事業内で実施）

予防・健康づくりの社会実装に向けて、エビデンスを備えたヘルスケアサービスのモデルケース創出を目指す。
実用化計画策定、エビデンス構築、上市の一連のプロセスにおいて、AMEDと伴走支援業者（ビジネスエキスパート）の体制で伴走支
援を実施する。

主な
採択条件

疾患領域

求められる
成果

事業期間 令和7年8月中旬～令和10年度末（予定）※1年目終了時にステージゲートあり

①生活習慣病、②老年期疾患、③メンタル・女性の健康等から各0～4課題を採択

• 支払者に訴求できる実証フィールド先での実証研究によりエビデンス構築を完了すること
• ビジネスモデル構築を完了し、製品・サービスを上市すること、もしくはその見込みがあること

• 研究開発体制は、ヘルスケアサービスの開発・提供事業者及びアカデミア等が連携すること
• サービスが、科学的なエビデンスが得られた試作品版（MVP)以上を完成していること
• サービスが、既に市場に出ていない実用化計画段階であること
• 実証研究フィールドが確定済み、もしくは提案時に実証フィールドが確定見込みであること

事業概要

支援金額
１年度目：１課題当たり年間9,000千円（上限）
２年度目以降：１課題当たり年間20,000千円（上限）

支払者に訴求する
エビデンス構築

ヘルスケアサービス

事業イメージ

ビジネスモデル構築

＋

自治体 企業・健保

支払者

AMED・
伴走支援業者

応募資格者
公募要領で定める要件を満たす民間企業の研究開発部門、研究所等に所属し、かつ、主た
る研究場所とし、応募に係る研究開発課題について、研究開発実施計画の策定や成果の取
りまとめなどの責任を担う研究者（研究開発代表者））

https://www.amed.go.jp/koubo/12/02/1202B_00050.html参考URL



（参考）本事業で支援する対象範囲と研究スケジュール予定
※実際の支援内容は変更される場合があります。
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 Step ① ~③ を踏まえた今後の方針



予防・健康づくりの社会実装加速化事業

イノベーションパートナーシップ
1. 指針の管理・更新（各学会との連携）
2. 開発ガイドの整理・更新（各学会との連携）

リサーチパートナーシップ
1. ビジネスモデル計画の協同策定
2. 実用化計画書の協同策定
3. エビデンスを用いたマーケティング方針助言
4. 専門家パネルを通じた知見集積・紹介
5. 実用化ノウハウ（ピットフォール）集作成・公開 25

予防・健康づくり分野におけるAMED事業の今後の方向性

行動変容のエビデンス構築

Step 1

エビデンス整理

Step 2

実用化を見据えたサービス開発

Step 3

社会実装

Step 4

予防・健康づくりの社会実装に向けた研究開発基盤整備事業

ヘルスケア社会実装基盤整備事業
各医学会と連携し、ヘルスケアサービスの開発時に必要な指針や開発ガイドを作成

ヘルスケアサービス実用化研究事業
PSPOによる技術、研究面の助言を実施

学術研究 オーソライズ サービス開発
PFM 達成による収益化
（スケール化）

実用化計画の策定
サービスに紐づく
エビデンスの構築

エビデンスに基づく
サービス創出・MVP開発 ビジネスモデル策定 ビジネスモデル洗練化

支払者が求めるエビデンスの
特定・研究計画策定

実証研究による
エビデンス構築

開発・事業体制構築

実用化支援機関
（Innohub 等）

との連携

既存資源を
活用しつつ自走へ

情報交換
技術的助言 実用化支援

開
発
プ
ロ
セ
ス
等

A
M
E
D
支
援



プライマリヘルスケア・プラットフォーム

Step2：エビデンス整理 Step3：サービス開発

① 各学会指針、開発ガイド※ に関する
維持・更新

② 今後必要なエビデンス構築等の
研究開発プロジェクトの検討

③ 各学会指針、開発ガイドの普及・啓発

④ 事業者向けの伴走支援
• ビジネスモデル計画や実用化計画の

策定サポート

• マーケティング方法の助言などを実施

⑤ 各種団体との連携強化

26

AMEDにおいて、プライマリヘルスケア・プラットフォームとして推進

アカデミア

各種業界団体/Innohub 
（ヘルステックスタートアップ

の相談窓口）

サービス開発事業者
科学的エビデンスの裏付けを有
するサービスの開発を目指す

民間事業者

サービスの利用者
雇用主企業、健保組合及
び自治体、国保等

（令和７年度より、予防・健康づくりの社会実装加速化事業にて実施）

※ エビデンスを構築するための研究手法や評価指標をまとめたもの

問い合わせ/応募、情報収集

AMEDプライマリヘルスケア・プラットフォームによる社会実装の推進
経済財政運営と改革の基本方針2025

（予防・健康づくり、重症化予防）
ＡＭＥＤのプライマリヘルスケア・プラットフォーム等を通じた支援により、エビデンスに基づくヘルスケアサービスを普及する。
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